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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンピュータが実行する方法であって、
　タイヤが接触する路面に設けられた力センサによって３分力が計測された計測点を複数
有する圧力分布データを取得するステップと、
　各々の計測点における３分力に基づき摩擦係数μを算出するステップと、
　１つの計測点における接地圧と前記接地圧にて発揮された摩擦係数μとを１つの実例と
し、複数事例に基づいて、接地圧と前記接地圧で発揮可能な最大摩擦係数μＭＡＸとを対
応付けた関連データを生成するステップと、
　各々の計測点における接地圧に対応する最大摩擦係数μＭＡＸを前記関連データに基づ
き特定するステップと、
　各々の計測点における最大摩擦係数μＭＡＸと摩擦係数μとの差値である摩擦係数の余
裕度を算出するステップと、
　を含む、タイヤ接地面における摩擦係数の余裕度を算出する方法。
【請求項２】
　前記摩擦係数の余裕度に関する情報を出力するステップを含む、請求項１に記載の方法
。
【請求項３】
　タイヤが接触する路面に設けられた力センサによって３分力が計測された計測点を複数
有する圧力分布データを取得する圧力分布データ取得部と、
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　各々の計測点における３分力に基づき摩擦係数μを算出するμ算出部と、
　１つの計測点における接地圧と前記接地圧にて発揮された摩擦係数μとが１つの実例で
あり、複数事例に基づいて、接地圧と前記接地圧で発揮可能な最大摩擦係数μＭＡＸとを
対応付けた関連データを生成する関連データ生成部と、
　各々の計測点における接地圧に対応する最大摩擦係数μＭＡＸを前記関連データに基づ
き特定する最大値特定部と、
　各々の計測点における最大摩擦係数μＭＡＸと摩擦係数μとの差値である摩擦係数の余
裕度を算出する余裕度算出部と、
　を備える、タイヤ接地面における摩擦係数の余裕度を算出するシステム。
【請求項４】
　前記摩擦係数の余裕度に関する情報を出力する余裕度情報出力部を備える、請求項３に
記載のシステム。
【請求項５】
　請求項１又は２に記載の方法をコンピュータに実行させるプログラム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、タイヤ接地面における改良の余裕度を算出する方法、システム及びプログラ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　転動するタイヤの接地特定を測定する方法として、例えば特許文献１には、力センサを
設けた回転ドラムにタイヤを接地させ、回転ドラムとタイヤを共に回転させ、センサとタ
イヤを接触させて、センサによりタイヤの接地特性を測定する方法が開示されている。力
センサとして、３分力センサが用いられ、タイヤの接地圧、タイヤ幅方向のせん断応力、
及びタイヤ周方向のせん断応力が測定される。これら３分力の分布を相互に関連させるこ
とにより任意の部位における摩擦係数μを算出でき、摩擦係数μの分布を知ることができ
るとの記載がある。
【０００３】
　別の測定方法として、特許文献２には、測定器が３分力センサではないが、測定器が設
けられた平板状の台にタイヤを接地させ、測定器上を転動するタイヤの接地特性を計測す
る方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－２１０１２号公報
【特許文献２】特開平９－２６３８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１にはタイヤの摩擦係数μの分布を知ることができるとの記載がある。しかし
、摩擦係数μの分布を見たとしても、タイヤの接地面全体のうちどの部位に改良する余地
があるかをタイヤ設計者が即座に知ることができない。或る接地圧において発揮可能な最
大摩擦係数μＭＡＸが実際に発揮されるのが好ましいが、実際に発揮される摩擦係数μが
最大摩擦係数μＭＡＸよりも低い場合がある。この場合、最大摩擦係数と摩擦係数の差値
が存在し、この差値は摩擦係数の余裕度を示すため、当該部位は改良の余地があるといえ
る。
【０００６】
　本開示は、このような課題に着目してなされたものであって、その目的は、タイヤ接地
面における摩擦係数の余裕度を算出する方法、システム及びプログラムを提供することで
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ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本開示は、上記目的を達成するために、次のような手段を講じている。
【０００８】
　すなわち、本開示のタイヤ接地面における摩擦係数の余裕度を算出する方法は、
　コンピュータが実行する方法であって、
　タイヤが接触する路面に設けられた力センサによって３分力が計測された計測点を複数
有する圧力分布データを取得するステップと、
　各々の計測点における３分力に基づき摩擦係数μを算出するステップと、
　１つの計測点における接地圧と前記接地圧にて発揮された摩擦係数μとを１つの実例と
し、複数事例に基づいて、接地圧と前記接地圧で発揮可能な最大摩擦係数μＭＡＸとを対
応付けた関連データを生成するステップと、
　各々の計測点における接地圧に対応する最大摩擦係数μＭＡＸを前記関連データに基づ
き特定するステップと、
　各々の計測点における最大摩擦係数μＭＡＸと摩擦係数μとの差値である摩擦係数の余
裕度を算出するステップと、
　を含む。
【０００９】
　このように、摩擦係数の余裕度μＲを算出し、余裕度μＲが大きいほど、改善の余地が
高いことを意味する。よって、余裕度μＲの大きさによって改善の余地がある部位を設計
者が直感的に知ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本開示におけるタイヤの接地特性測定装置及び摩擦係数の余裕度を算出するシス
テムを示す側面図及びブロック図。
【図２】システムが実行するμ余裕度算出処理ルーチンを示すフローチャート。
【図３】接地圧Ｐｚの分布図。
【図４】幅方向圧力Ｐｙの分布図。
【図５】摩擦係数μの分布図。
【図６】摩擦係数μ及び接地圧Ｐｚをプロットした図。
【図７】関連データに関する説明図。
【図８】最大摩擦係数μＭＡＸの分布図。
【図９】摩擦係数の余裕度μＲの分布図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本開示の一実施形態を、図面を参照して説明する。
【００１２】
　［タイヤの接地特性測定装置］
　図１に示すように、タイヤの接地特性測定装置は、タイヤＴを走行させるための走行面
１と、走行面１にタイヤＴを接地させ且つ転動させるタイヤ駆動装置２と、走行面１に設
けられる力センサ３と、コンピュータで実現される測定制御部４と、を有する。
【００１３】
　走行面１は、平面視で矩形状であり、平坦面である。力センサ３は、出領域を有し、検
出領域にタイヤＴが接触したときに、検出領域を一つの計測点として力を測定する。力セ
ンサ３は、３分力センサであり、タイヤと接触した部位の接地圧Ｐｚ［ｋＰａ］、幅方向
せん断圧力Ｐｙ［ｋＰａ］、及び周方向せん断圧力Ｐｘ［ｋＰａ］が測定可能である。力
センサ３は所定の配列方向に沿って複数配列されてセンサ群を構成している。
【００１４】
　図１に示すように、タイヤ駆動装置２は、タイヤＴを走行面１に押圧して接地させ、タ
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イヤ進行方向ＭＤに沿ってスライド移動することで、タイヤＴを転動させる。力センサ３
とタイヤＴの接触位置は、タイヤＴの転動を開始する位置を異ならせることで調整可能で
ある。
【００１５】
　測定制御部４は、タイヤ駆動装置２の駆動を制御するタイヤ駆動制御部４０と、力セン
サ３からの信号を受けて、センサの検出結果を記憶する検出結果記憶部４１と、を有する
。
【００１６】
　［摩擦係数の余裕度を算出するシステム］
　図１に示すように、システム５は、接地特性測定装置が計測した圧力分布データに基づ
き、タイヤ接地面における摩擦係数の余裕度を算出する。具体的に、システム５は、圧力
分布データ取得部５０と、μ算出部５１と、関連データ生成部５２と、最大値特定部５３
と、余裕度算出部５４と、を有する。システム５は、余裕度情報出力部５５を更に有して
もよい。これら各部５０～５５は、ＣＰＵ、メモリ、各種インターフェイス等を備えたコ
ンピュータにおいてＣＰＵが、予め記憶されているμ余裕度算出処理ルーチンを実行する
ことによりソフトウェア及びハードウェアが協働して実現される。
【００１７】
　図１に示す圧力分布データ取得部５０は、接地特性測定装置が計測した圧力分布データ
Ｄ１を取得する。圧力分布データＤ１は、３分力（周方向圧力Ｐｘ、幅方向圧力Ｐｙ、接
地圧Ｐｚ）が計測された計測点を複数有する。計測点の個数はＮ個である。圧力分布デー
タＤ１のうち全ての計測点の接地圧Ｐｚをプロットすれば、図３に示す接地圧Ｐｚの分布
図が得られる。圧力分布データＤ１のうち全ての計測点の幅方向圧力Ｐｙをプロットすれ
ば、図４に示す幅方向圧力Ｐｙの分布図が得られる。図３及び図４は、縦がタイヤ周方向
ＣＤを示し、横がタイヤ幅方向ＷＤを示す。圧力を色で示している。ここでは、周方向圧
力Ｐｘの分布図の図示は省略している。ここで図示する圧力分布データＤ１は、横溝及び
サイプを有する基礎パターンを有し、サイズが２０５／６０Ｒ１５であり、荷重が３．６
４［ｋＮ］であり、内圧が２３０［ｋＰａ］であり、ＳＡを約１．１°として加速度が０
．４Ｇとなるコーナリング状態での計測結果である。
【００１８】
　図１に示すμ算出部５１は、各々の計測点における３分力（Ｐｘ、Ｐｙ、Ｐｚ）に基づ
いて、当該計測点において発揮されている摩擦係数μを算出する。摩擦係数μの算出結果
は、ワークデータＤ２としてメモリに記憶される。全ての計測点について摩擦係数μを算
出する。摩擦係数μは、周方向圧力Ｐｘと幅方向圧力Ｐｙの合力を接地圧Ｐｚで割ること
で算出できる。算出した摩擦係数μをプロットすれば、図５に示す摩擦係数μの分布図が
得られる。図５は、縦がタイヤ周方向ＣＤを示し、横がタイヤ幅方向ＷＤを示す。摩擦係
数μを色で示している。
【００１９】
　図１に示す関連データ生成部５２は、１つの計測点における接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚに
て発揮された摩擦係数μとを１つの実例とし、複数事例に基づいて、関連データＤ３を生
成する。関連データＤ３は、接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚで発揮可能な最大摩擦係数μＭＡＸ

とを対応付けたデータである。生成した関連データＤ３はメモリに記憶される。本実施形
態において関連データＤ３は、接地圧Ｐｚを引数として最大摩擦係数μＭＡＸを出力する
式［μＭＡＸ＝ｆ（Ｐｚ）］であるが、これに限定されない。例えば、接地圧Ｐｚと対応
する最大摩擦係数μＭＡＸの組を複数組保持するテーブルを設け、入力値としての接地圧
Ｐｚに対応する最大摩擦係数μＭＡＸを検索して出力するようにしてもよい。入力値とし
ての接地圧Ｐｚがテーブルにない場合には、補間法により補間した最大摩擦係数μＭＡＸ

を出力するようにすればよい。その他種々の方法で関連データを実現可能である。
【００２０】
　本実施形態では、図６に示すように、縦軸を摩擦係数μ、横軸を接地圧Ｐｚとして１つ
の計測点を１点としてプロットし、図７に示すように、最大摩擦係数μＭＡＸを接地圧Ｐ
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ｚを異ならせて複数抽出し、複数の最大摩擦係数μＭＡＸを近似式で近似している。
【００２１】
　具体的には、着目接地圧に対応する複数の摩擦係数μのうち、値が大きい順に所定数の
値を抽出する処理を前記着目接地圧を異ならせて複数回実行し、抽出した摩擦係数に対し
て式をフィティングすることで近似式を生成している。更に具体的には、複数の計測点を
、所定範囲（本実施形態では１０ｋＰａ）の接地圧Ｐｚ毎に区画し、１つの区画（１０ｋ
Ｐａ）毎に、摩擦係数μの値が大きい順に所定数（本実施形態では２つ）の値を抽出した
。図７に示すように抽出した値に対して所定の式（本実施形態では５次式）をフィティン
グし、近似式［μＭＡＸ＝ｆ（Ｐｚ）］を得た。フィティングの方法は、最小二乗法を用
いた。これはデータ処理の一例であって、これに限定されない。
【００２２】
　図１に示す最大値特定部５３は、各々の計測点における接地圧Ｐｚに対応する最大摩擦
係数μＭＡＸを関連データＤ３に基づき特定する。接地圧Ｐｚが存在する全ての計測点に
ついて、関連データＤ３である近似式［μＭＡＸ＝ｆ（Ｐｚ）］を用いて、最大摩擦係数
μＭＡＸを算出する。算出した最大摩擦係数μＭＡＸは、ワークデータＤ２としてメモリ
に記憶される。算出した最大摩擦係数μＭＡＸをプロットすれば、図８に示す最大摩擦係
数μＭＡＸの分布図が得られる。図８は、縦がタイヤ周方向ＣＤを示し、横がタイヤ幅方
向ＷＤを示す。最大摩擦係数μＭＡＸを色で示している。
【００２３】
　図１に示す余裕度算出部５４は、各々の計測点における最大摩擦係数μＭＡＸと摩擦係
数μとの差値［μＭＡＸ－μ］である摩擦係数の余裕度μＲを算出する。算出した摩擦係
数の余裕度μＲは、ワークデータＤ２としてメモリに記憶される。算出した摩擦係数の余
裕度μＲをプロットすれば、図９に示す摩擦係数の余裕度μＲの分布図が得られる。図９
は、縦がタイヤ周方向ＣＤを示し、横がタイヤ幅方向ＷＤを示す。摩擦係数の余裕度μＲ

を色で示している。
【００２４】
　図１に示す余裕度情報出力部５５は、摩擦係数の余裕度μＲに関する情報を出力する。
出力の一形態としては、図９に示す摩擦係数の余裕度μＲの分布図が挙げられる。また、
摩擦係数の余裕度μＲの分布図に加えて、図５に示す発揮された摩擦係数μの分布図及び
図８に示す最大摩擦係数μＭＡＸの分布図の少なくとも一方を出力するようにしてもよい
。
　出力態様としては、ディスプレイに表示してもよいし、画像データを外部に出力するよ
うにしてもよい。
　また、余裕度情報出力部５５は、摩擦係数の余裕度μＲに関する情報として、余裕度μ

Ｒが所定閾値以上である部位のみを表示するようにしてもよい。
【００２５】
　［摩擦係数の余裕度を算出する方法］
　上記システムの動作について図１、２を参照しつつ説明する。
【００２６】
　まず、ステップＳＴ１において、圧力分布データ取得部５０は、タイヤが接触する路面
に設けられた力センサ３によって３分力（Ｐｘ、Ｐｙ、Ｐｚ）が計測された計測点を複数
有する圧力分布データＤ１を取得する。
【００２７】
　次のステップＳＴ２において、μ算出部５１は、各々の計測点における３分力（Ｐｘ、
Ｐｙ、Ｐｚ）に基づき摩擦係数μを算出する。
【００２８】
　次のステップＳＴ３において、関連データ生成部５２は、１つの計測点における接地圧
Ｐｚと接地圧Ｐｚにて発揮された摩擦係数μとを１つの実例とし、複数事例に基づいて、
接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚで発揮可能な最大摩擦係数μＭＡＸとを対応付けた関連データＤ
３を生成する。
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【００２９】
　次のステップＳＴ４において、最大値特定部５３は、各々の計測点における接地圧Ｐｚ
に対応する最大摩擦係数μＭＡＸを関連データＤ３に基づき特定する。
【００３０】
　次のステップＳＴ５において、余裕度算出部５４は、各々の計測点における最大摩擦係
数μＭＡＸと摩擦係数μとの差値［μＭＡＸ－μ］である摩擦係数の余裕度μＲを算出す
る。
【００３１】
　次のステップＳＴ６において、余裕度情報出力部５５は、摩擦係数の余裕度μＲに関す
る情報を出力する。
【００３２】
　以上のように、本実施形態のタイヤ接地面における摩擦係数の余裕度を算出する方法は
、
　コンピュータが実行する方法であって、
　タイヤが接触する路面に設けられた力センサ３によって３分力（Ｐｘ、Ｐｙ、Ｐｚ）が
計測された計測点を複数有する圧力分布データＤ１を取得するステップ（ＳＴ１）と、
　各々の計測点における３分力（Ｐｘ、Ｐｙ、Ｐｚ）に基づき摩擦係数μを算出するステ
ップ（ＳＴ２）と、
　１つの計測点における接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚにて発揮された摩擦係数μとを１つの実
例とし、複数事例に基づいて、接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚで発揮可能な最大摩擦係数μＭＡ

Ｘとを対応付けた関連データＤ３を生成するステップ（ＳＴ３）と、
　各々の計測点における接地圧Ｐｚに対応する最大摩擦係数μＭＡＸを関連データＤ３に
基づき特定するステップ（ＳＴ４）と、
　各々の計測点における最大摩擦係数μＭＡＸと摩擦係数μとの差値［μＭＡＸ－μ］で
ある摩擦係数の余裕度μＲを算出するステップ（ＳＴ５）と、
　を含む。
【００３３】
　本実施形態のタイヤ接地面における摩擦係数の余裕度を算出するシステムは、
　タイヤが接触する路面に設けられた力センサ３によって３分力（Ｐｘ、Ｐｙ、Ｐｚ）が
計測された計測点を複数有する圧力分布データＤ１を取得する圧力分布データ取得部５０
と、
　各々の計測点における３分力（Ｐｘ、Ｐｙ、Ｐｚ）に基づき摩擦係数μを算出するμ算
出部５１と、
　１つの計測点における接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚにて発揮された摩擦係数μとを１つの実
例とし、複数事例に基づいて、接地圧Ｐｚと接地圧Ｐｚで発揮可能な最大摩擦係数μＭＡ

Ｘとを対応付けた関連データＤ３を生成する関連データ生成部５２と、
　各々の計測点における接地圧Ｐｚに対応する最大摩擦係数μＭＡＸを関連データＤ３に
基づき特定する最大値特定部５３と、
　各々の計測点における最大摩擦係数μＭＡＸと摩擦係数μとの差値［μＭＡＸ－μ］で
ある摩擦係数の余裕度μＲを算出する余裕度算出部５４と、
　を備える。
【００３４】
　このように、摩擦係数の余裕度μＲを算出し、余裕度μＲが大きいほど、改善の余地が
高いことを意味する。よって、余裕度μＲの大きさによって改善の余地がある部位を設計
者が直感的に知ることができる。
【００３５】
　本実施形態の方法において、摩擦係数の余裕度μＲに関する情報を出力するステップ（
ＳＴ６）を含む。
　本実施形態のシステムにおいて、摩擦係数の余裕度μＲに関する情報を出力する余裕度
情報出力部５５を備える。
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　このように構成すれば、改善の余地がある部位を設計者が直感的に知ることができる。
【００３６】
　本実施形態のプログラムは、上記方法を構成する各ステップをコンピュータに実行させ
る。
　これらプログラムを実行することによっても、上記方法の奏する作用効果を得ることが
可能となる。言い換えると、上記方法を使用しているとも言える。
【００３７】
　上記測定装置は、タイヤを微転動させて計測している。摩擦係数μは接地圧Ｐｚとすべ
り速度に応じて変化する。よって、微転動であればすべり速度を無視できるので、精度を
向上させることができる。逆に、微転動ではなくすべり速度が存在する場合には、その大
きさに応じて精度が低下するものの、摩擦係数の余裕度μＲを算出することができ、本開
示の方法は有用である。
【００３８】
　以上、本開示の実施形態について図面に基づいて説明したが、具体的な構成は、これら
の実施形態に限定されるものでないと考えられるべきである。本開示の範囲は、上記した
実施形態の説明だけではなく特許請求の範囲によって示され、さらに特許請求の範囲と均
等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれる。
【００３９】
　例えば、特許請求の範囲、明細書、および図面中において示した装置、システム、プロ
グラム、および方法における動作、手順、ステップ、および段階等の各処理の実行順序は
、前の処理の出力を後の処理で用いるのでない限り、任意の順序で実現できる。特許請求
の範囲、明細書、および図面中のフローに関して、便宜上「まず」、「次に」等を用いて
説明したとしても、この順で実行することが必須であることを意味するものではない。
【００４０】
　例えば、図１に示す各部５０～５５は、所定プログラムをコンピュータのＣＰＵで実行
することで実現しているが、各部を専用メモリや専用回路で構成してもよい。
【００４１】
　本実施形態のシステムは、一つのコンピュータに各部５０～５５が実装されているが、
各部５０～５５を分散させて、複数のコンピュータで実装してもよい。
【００４２】
　上記の各実施形態で採用している構造を他の任意の実施形態に採用することは可能であ
る。各部の具体的な構成は、上述した実施形態のみに限定されるものではなく、本開示の
趣旨を逸脱しない範囲で種々変形が可能である。
【符号の説明】
【００４３】
　５０…圧力分布データ取得部
　５１…μ算出部
　５２…関連データ生成部
　５３…最大値特定部
　５４…余裕度算出部
　５５…余裕度情報出力部
　Ｄ１…圧力分布データ
　Ｄ３…関連データ
　Ｐｚ…接地圧
　μ…摩擦係数
　μＭＡＸ…最大摩擦係数
　μＲ…摩擦係数の余裕度
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